
21%～40%81%以上 61%～80% 41%～60%事業費に占める補助金の割合

自主性は
高い

団体活動の自主性
自主性は
低い

598

評価
項目

≪会計種別≫ 一般会計

正規職員人件費

事業費合計 5,413

0.52 人

③
経
　
　
　
費

団体の活動費の総額

補助金支出額当初予算 1,400

臨時的任用職員賃金 人

補助額決算　（見込み含む）

①事務事業名

Ｈ 22

5

単位

数

1,016

年度

平成 24 年度事務事業評価表（団体運営費補助用）　　　　　

企画総務課
020109

℡ 2998-9046

事業コード
国際友好委員会交付金

担
当
部
課

部課コード 020100

根拠法令

②
事
　
業
　
の
　
内
　
容

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から民間が主体となった交流へと移っている。この流れを促進し、市民の国際意識を高めるため
に、海外姉妹都市との交流を主体的に進める民間団体に対して助成をし、その活動を支援する。

団体における実施事業
の概要

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 国際交流開始年度　　　昭和 55 年度 → 終了年度　　　平成

人

平成

章 コミュニティ 節

補助の目的（どのよう
な効果を目指している
か）

基本
方針

24

１．姉妹都市への一般市民訪問団の派遣（米国・ディケイター市、中国・常州市、韓国・安養市）
２．姉妹都市への文化・スポーツ団体等の訪問団に対する支援
３．姉妹都市から来訪する訪問団との交流
４．外国籍市民との交流

団体への加盟数

76

22 年度 （千円）

単位

1,400 1,400

（千円） 平成平成 23 年度 （千円）

4,815

人

Ｈ 23 H24見込み 将来目標

0.44 人 4,044

5,060

④
指
　
　
　
標

　 項目名 計算方法

団体活動実績

姉妹都市との交流
姉妹都市への訪問団派遣数および姉妹
都市からの訪問団受入数

市民の意識を高める事業の
数

10

4 6 7 10

市民の国際意識を高める事業（交流事
業の数）

数

目標値

成果指標
友好委員会事業に参加した
市民の数

市民訪問団、文化・スポーツ交流訪問
団、外国籍市民との交流事業に参加し
た市民の数

人

％ 達成率 「実績」の縮小を図る

「実績」の拡大を図る

75

107 19

民間レベルでの姉妹都市交流を推進することによって、互いの国の文化、生活習慣や考え方などを共有し理解することになり、平和な社会を築いていくことにも繋
がっていく。東日本大震災後には各姉妹都市からお見舞いの手紙や義援金が届いたが、これらは日頃の姉妹都市交流活動があったからこそ届いたものと考えられ
る。こうした意味からも、民間レベルでの姉妹都市交流活動を支援していくことは重要である。

ある程度
自主的である

補助の方向性

企画総務担当参事　本田静香評価日 H24.5.11 評価者職氏名

評
価
理
由

拡大 現状維持 縮小

補助開始の背景
1966年（昭和41年）に所沢市と米国・ディケイター市が姉妹都市締結をしたことを契機に、市民レベルでの交流の推進を目的に市民有志により設
立された所沢市国際友好委員会に対し助成をすることとした。

総合計画の体系

分野別計画・指針

国際社会

関連・類似事業

20%以下

⑤
評
　
　
　
　
価

終了　　）

年度

8075

実　績 75 14

8

70

8

⑥
環
境
影
響

原因活動( 国際友好委員会交付金 )

有益な
環境影響

（重大なもの
には○）

○ 国際性を育む環境づくりの推進

原因活動( 森林資源の減少 ) 規制を受ける
主な環境法令
等の名称有害な

環境影響
（重大なもの
には○）

天然資源(森林･化石燃料)の減少

有害な影響を
与える緊急事
態の内容

廃棄物の排出

地球温暖化 ）

公害（大気汚染・騒音等）の発生

その他（ ）

その他（

国際性を育む環境づくりを推進します


